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(1) 補助内容

法律 □ 条例 □ 規則 □ □ 要綱 ■

国 □ (　　) 府 □ (　　) □ (　　) 無 ■

国 □ (　　) 府 □ (　　) □ (　　) 無 ■

□ □ 無 ■

有 □ 無 ■

有 □ 無 ■ 有の場合
その理由

(2) ガイドラインにおける基本的視点

1

2

3

4

(3) 補助効果の測定

名　　称 空き店舗を活用した商店街再生事業補助金

新規補助金概要シート

番　　号 所　　管 経済戦略局産業振興部産業振興課

交付先 民間事業者

交付目的

商店街の空き店舗を活用し、ワークショップ等を通じたまちの調査分析や事
業プランの策定に取り組み、新たな店舗の誘致・開業を支援するすとともに、
誘致した新規開業店舗を対象に、空き店舗のリノベーションにかかる経費の
一部を補助することにより、商店街内の空き店舗の活用及び流通を促進し商
店街の活性化を図る。

事業の概要
空き店舗を活用した商店街再生事業により選定した２商店街内の対象空き店
舗においてリノベーションにかかる経費の1/2を補助する（補助上限：1,200千
円）

算定額及び積算
補助対象経費2,400千円×補助率1/2×２件＝2,400千円(補助上限1,200千円
／件)　補助金額2,400千円(令和６年度予算算定)

事業開始年度 令和６年度 交付方法 通常払い（補助金額確定後）

根拠規定等 契約・債務負担行為等

法律・条例等の名称

補助率等 補助基準額：－、補助率：50％（上限：1,200千円）

財源の有無 その他( 　　　　　)

本市以外からの直接補助 その他( 　　　　　)

交付先の分類 個人

性質別分類 その他(個人に対する補助など)

終　　期 令和８年度

公　　募 有(提案型) 有(提案型以外)

市民の参画

再補助の有無

基本的視点 説明

「公平性」(他団体や市民との間で公平
であり、交付先が適正に決定されてい
る)

２エリアの商店街を選定する際に対象商店街を公募により
選定しており、また当該空き店舗を活用した事業プランを作
成する際のワークショップ参加者も公募によって選定してい
ることから公平である。

「必要性」(目的・内容に、補助を行うに
足りる公益性が認められる)

商店街の空き店舗を活用し、新規開業店舗を誘致するなど
最適なテナントを面的に構築するテナントミックスを実現す
ることで商店街機能の再生につなげることで地域商業の活
性化を目的としていることから公益性が認められる。

「妥当性」(対象経費や金額、補助率が
妥当かつ明確である)

補助率1/2を超えておらず、また継続した事業であることや
商店会への加入も義務付ける予定にしていることから妥当
である。

「有効性」(補助効果があり、他の手法
でなく補助によることが施策目的実現
に最適である)

店舗のリノベーション経費は高額なものとなっており、本補
助金により支援することで商店街の空き店舗活用につなが
るものであり有効である。



効果測定方法
目標：本事業を実施した各商店街において２店舗以上の新規開業をめざす。
（令和8年度末までに計12店舗以上の開業）
測定方法：当該商店街において調査
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新規補助金概要シート


